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2021年と2022年は、経営者にとって知的財産へ
の関心が高まる年となりました。2021年6月、改訂
コーポレートガバナンス・コードが公表され、補充原
則3-1③の中で「知的財産への投資等についても、自
社の経営戦略・経営課題との整合性を意識しつつ分か
りやすく具体的に情報を開示・提供すべき」と明記さ
れました。さらに、原則に沿った開示を行うためのガ
イドラインとして、2022年1月には内閣府より「知
財・無形資産ガバナンスガイドライン Ver 1.0」が策
定され、企業は対応を求められています。
重要なのは、コーポレートガバナンス・コードで
は「自社の経営戦略・経営課題との整合性」の開示が
求められており、ガイドラインでは知財・無形資産の
「投資・活用戦略の開示・発信」の前に「現状の姿の把
握」から「投資や資源配分の戦略の構築」までをすべき
とされている点です。
本稿では、なぜ研究開発と知財の保有状況の開示だ
けではなく、自社の事業を見直し戦略を再構築する必
要があるのかについて考察します。

経済協力開発機構（OECD）によると、日本企業
が研究開発にかける費用は主要国の中で特に大きく、
GDP比の研究開発費の割合は1990年代から2009年
まで主要国1位であり、韓国に追い抜かれた2010年
以降も世界上位を保っています※1 （＜図1＞参照）。
また、世界知的所有権機関（World Intellectual 

Property Organization：WIPO）によると、日本企
業はパテントファミリー数においても、2010年まで
主要国1位を維持していました※2（＜図2＞参照）。
特に、電気機械器具・エネルギーと輸送機器の分野
では、日本が世界で1位の特許出願数のシェアを保持
しています（＜図3＞参照）。
このように、近年は韓国にGDP比研究開発費で、

中国に特許取得数で後
こう

塵
じん

を拝しているとはいえ、日本
は現在も研究開発・特許大国であると言えます。
しかし、日本の製造業は世界で市場シェアや企業価
値を失いつつあります。例えば、世界の時価総額トップ
50社に占める製造業の企業数は1989年から2022年
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までに19社から26社に増加した一方、その中の日本
企業の数は11社から1社にまで数を減らしています※3。
旺盛な研究開発を行い、特許も多く取得している日

本の製造業が過去30年で世界の時価総額トップ企業
群からほとんど姿を消してしまった理由の1つに、製
造バリューチェーン上の付加価値の源泉が変化してき
たことが考えられます。

1. ハードウエアのすり合わせ技術
かつての日本企業の強みとして『オープン&クローズ
戦略 日本企業再興の条件』の著者である小川紘一氏
が指摘しているのが、先端技術の開発と工場中心のも
のづくりを支えるハードウエアのすり合わせ技術です。
例えば、ブラウン管テレビを作るためには、開発者・
部品製造・画像職人・現場技術者の連係プレーが必須
となっていました。開発担当者と部品製造担当者が調
整を繰り返して生み出した部品を、画像職人がさらに
微調整しながら組み合わせて画像を映し出し、その職
人の技を工場の大量生産ラインで再現できるようなラ
イン設計が必要だったのです。この複雑な調整を実現
するため、日本の電機メーカーは内製化やケイレツ化
を進め、垂直統合的なサプライチェーンを構築して、
世界で高いシェアを保持していました。
この時代には、特定の人材の引き抜きや、同じ部品
の調達ができたとしても、企業間・人材間の調整の仕
組みそのものを引き抜くことはできませんでした。ま
た、日本企業は企業間でクロスライセンスを行う慣行が
あり、日本の企業群は厚い特許網で守られていました。

2. ICチップの導入によるモジュール化
1980年代、米国でパソコンの販売が本格化しました。

パソコンが製造業の観点で革新的だったのは、部品間
のすり合わせの必要が少なかったことです。パソコン
以前の製造業では、ブラウン管テレビの例のように部
品間の不整合を開発段階での調整によってなくしてお
く開発手法がとられていましたが、パソコンでは標準
仕様を公開したことと部品の制御を担うICチップを導
入したことで、開発段階での調整の必要を減らしたの
です。この開発手法の変化はビジネスモデルにも変化
をもたらしました。調整が少なく済むので、部品の組
立工程を新興国のメーカーへ外注することが可能とな
り、組立工程においてバリューチェーン上のプロセス
を積み木のように組み立てる、「モジュール化」が進ん

Ⅲ　製造バリューチェーンにおける
　　付加価値源泉の変化

▶図1　各国のGDP比の研究開発費の推移

▶図2　各国のパテントファミリー数の推移

▶図3　各国の技術分野別の特許取得数（2018年）

※3　CNET Japan「グラフで見る、2022年の「『世界時価総額ランキング』-- 50位以内の日本企業はトヨタのみ」、japan.
cnet.com/article/35182623/（2022年7月9日アクセス）
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でいきました。
この「ICチップによる部品制御」は、液晶テレビ

やDVDなどさまざまな製品に応用されていきました。
ICチップの普及に従い、日本の製造業におけるすり合
わせ型の強みを支えた人材は人件費という足かせに
なっていきました。しかし、自社のビジネスの危機に
気付いた頃には、すでに米国メーカーが業界標準仕様
の基本ソフト（OS）を握っているため太刀打ちでき
ず、ビジネスモデルを転換することはできませんでし
た。この流れが顕著になったのは1990年代中期以降
ですが、この時代、日本企業の経営者はバブル崩壊後
の国内市場低迷に対する対策や負債比率の増加に対す
る財務体質改善やコスト削減のために奔走しており、
これらがバリューチェーンの変化への対応が遅れた原
因ともなりました。

3. Industry 4.0の普及によるデジタル化、プラット
フォーム化
さらに、2011年にドイツの「High-Tech Strategy 

2020」の中でIndustry 4.0が採択され、製造業に
新たな契機が訪れます。Industry 4.0はCPS（サイ
バー・フィジカル・システム）という、仮想空間上
の工場（Cyber）と現実の工場（Physical）をIoT

センサーによってリンクさせ、仮想空間上でAIを用
いて製造の最適化を行い、現実の工場に指示を出す
技術によって「スマート工場」を実現する構想です。
Industry 4.0の取組みは、2013年4月にドイツで官
民連携のIndustry 4.0実現プロジェクトチームが組
成され、2014年3月には米国でインダストリアル・
インターネット・コンソーシアムが発足するなど、
2010年代前半に急速に普及が進んでいきました。

Industry 4.0の普及によって、オペレーション効率
の圧倒的な効率化が進むとともに、製造業のバリュー
チェーン全体のモジュール化が発展しました。ここで
はその代表例としてデジタルケイレツについて紹介し
ます。

2000年代、Industry 4.0以前の時代には、ICチッ
プが組立工程のモジュール化への転換を起こしたとは
いえ、ケイレツ内の企業にリーダー企業が人材を派遣
して現場改善を行うといった日本独自の強みは健在で
した。しかし、Industry 4.0の普及により、欧州で
もデジタルツールによってケイレツの手法を取り入れ
る取組みが生まれました。これを『製造業プラット
フォーム戦略』の著者の小宮昌人氏は「デジタルケイ
レツ」と名付けています。デジタルケイレツは、ケイ
レツを代表する企業がプラットフォームを作り、製造
ノウハウをアプリとして提供するモデルです。
欧州では日本と違い部品メーカーが複数の最終製

品メーカーと取引をしていることが一般的です。その
ため、デジタルケイレツを主導する企業は、部品メー
カーに自社のケイレツに入ってもらえるよう、アプリ
の機能の拡充や参加企業の募集に余念がありません。
例えば、ドイツの自動車産業では大手2社が互いのプ
ラットフォームの拡大を競っています。
このデジタルケイレツの普及は、日本の製造業に
とって、「ケイレツ文化が真似された」以上の脅威が
あります。なぜなら、デジタルケイレツは日本のよう
に人材を派遣する負担がなく、ケイレツ企業の製造デー
タを蓄積して活用できる追加メリットがあるなど、日
本のケイレツ文化よりも利点が多いからです。
さらに、デジタルケイレツ以外にも、工作機械にセン
サーを取り付けて製造ノウハウをデータとして販売す
る手法や、3Dモデリングを用いて新興国にマザー工
場と同じラインを素早く組み立てる技術、製造ライン
を立ち上げることを専門とするラインビルダーやその
下請けの生産設備SIerと呼ばれる企業が現れており、
例えば、新興国の企業が何もノウハウがない状態から
自動車の量産ラインを21カ月で開始できるようにな
るなど、日本企業がそれまで強みとしてきた領域でデ
ジタル技術を活用したさまざまな競合が現れ、低コス
トで類似の製品を世界中のどこでも製造できる時代が
近づいています（＜図4＞参照）。

1990年代以降、モジュール化されたプロセスに研
究開発を行った日本企業は、多くの特許を持ちながら
も市場シェアを失っていきました。例えば1993年か
ら日本企業連合が開発したDVDは、世界標準を獲得
し、必須特許の90％を持ちながらも撤退を余儀なく
されました。また、日本企業が長年の研究の末に実用
化した大型液晶テレビは、2001年には世界シェアを
80％以上握り、2005年までに米国で出願された関
連特許の88％を日本企業が握ったものの、2021年
の世界シェアのほとんどは韓国企業と中国企業が握っ
ている状況です。
デジタル化・プラットフォーム化が進んだバリュー
チェーンにおいては、たとえ高い技術力と厚い特許網
があったとしても、必ずしも市場シェアを維持できる
とは限りません。自社の強みとなる事業領域の環境変
化を把握し、プラットフォームを構築する「キース
トーン企業」や、複数のプラットフォームに独自の価
値を提供する「エッジ企業」になれるよう、ビジネス
モデルや事業戦略を柔軟に転換してはじめて、市場
シェアを維持できるのです。
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Ⅳ　製造バリューチェーンの変化への適応
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冒頭に触れた改訂コーポレートガバナンス・コード
が「知的財産への投資の経営戦略との整合性」を開示
することを求めているのは、このような背景があるた
めだと考えられます。コーポレートガバナンス・コー
ドの改訂への対応を、単なる規制対応ではなく、自社
の戦略を再構築する好機と捉え、＜図5＞のような論
点を検討していくべきではないでしょうか。
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▶図4　バリューチェーンのデジタル化・プラットフォーム化を支える新興技術

▶図5　デジタル時代の製造業に対する2つの戦略再構築方針案

貴社の属するバリューチェーン上の付加価値の源泉は何か

バリューチェーン上のどのプロセスとデータを独占するか

キーストーン企業となるうえで、どのように外部企業を活用するか

Ⅰ. バリューチェーン上のどこにどのような価値のデータがあるか
Ⅱ. 利益を生むプロセスはどこか

Ⅰ. どのようなプラットフォームが求められているか
Ⅱ. 競合となり得るキーストーン企業の戦略は何か
Ⅲ. どのようなプラットフォームをリードするキーストーン企業を目指したいか

1. 参加コストを低く参加メリットを高く設定し、多くの企業に参加させる
ことでネットワーク外部性を生じさせ、切り替えを防ぐプラットフォーム

2. 参加企業にとって不可欠なプロセスやデータベースを独占し、参加コス
トが高額でも利用せざるを得ないプラットフォーム

戦略再構築方針1. キーストーン企業への転身 戦略再構築方針2. エッジ企業への転身

Ⅰ. プロセスとデータを独占するために不足する技術を外部から獲得できるか
Ⅱ. プロセスとデータを独占する上で優先度が低い業務をどのように外注す
るか
1. パートナー企業をどのように選定するか
2. 何をオープンにし、何を秘匿するか
3. 秘匿したい営業秘密や製造ノウハウをどのように守るか

貴社が担うプロセスの近接領域に進出してプロセスとデータを独占できるか

Ⅰ. 競合を代替するにはどのようなプロセスとデータが必要か
Ⅱ. プロセスやデータの観点から見た、競合との差別化要因は何か

エッジ企業となるうえで、どのように外部企業を活用するか

Ⅰ. プロセスとデータを独占するために不足する技術を外部から獲得できるか
Ⅱ. プロセスとデータを独占する上で優先度が低い業務をどのように外注す
るか
1. パートナー企業をどのように選定するか
2. 自社の技術をどのように守るか

貴社がバリューチェーン上で担う役割は何か

Ⅰ. どのようなプロセスを担っているか
Ⅱ. 担っているプロセスにはどのような競合がいるか
Ⅲ. 担っているプロセスからはどのようなデータが発生するか
Ⅳ. 担っているプロセスから発生したデータは誰がどのように利用しているか
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